
職場における心の健康づくり

～メンタルヘルス対策入門講座～
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宮崎産業保健総合支援センター
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本日の内容

〇メンタルヘルス対策について

〇ストレスチェック制度について

〇メンタルヘルス対策の導入について



メンタルヘルス対策について
～「労働者の心の健康の保持増進のための指針」を中心に～
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目的による分類 実施主体による分類

職場のメンタルヘルス対策は、どの
段階での予防・対処を目的にするか
により、次の「３段階」の取組みに
分かれている。

一次予防：
メンタルヘルス不調を未然に防止す
る取組
二次予防：
メンタルヘルス不調を早期に発見し、
適切な措置を行う取組
三次予防：
メンタルヘルス不調となった労働者
の職場復帰の支援等を行う取組

職場のメンタルヘルス対策を効果的
に進めるため、各事業場の実態に応
じ、次の「４つのケア」が継続的か
つ計画的に行われることが重要。

セルフケア：
労働者自身による取組
ラインによるケア：
管理監督者による取組
事業場内産業保健スタッフ等による
ケア：
産業医や衛生管理者、保健師等によ
る取組
事業場外資源によるケア：
事業場外の機関・専門家による取組

メンタルヘルス対策の取組みは「目的」や「実施主体」により、次のように分
類されます。

４つのケアを推進することで
一次予防、二次予防、三次予
防は円滑に行われる

「３段階の予防」と「４つのケア」
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一次予防
メンタルヘルス不調の未然防止

二次予防
メンタルヘルス不調の早期
発見と適切な対応

三次予防
職場復帰支援

「３段階の予防」について

〇労働者のストレスマネージメ
ントの向上
・教育研修、情報提供
・セルフケア等
〇職場環境等の把握と改善
・過重労働による健康障害防止
・ラインケア、パワハラ対策等

〇上司、産業保健スタッ
フ（産業医、衛生管理者、
保健師等）等による相談
対応、早期発見と適切な
対応 等

〇職場復帰支援プ
ログラムの策定と
実施
〇主治医との連携
等

メンタルヘルスケアの教育研修・情報提供（管理者を含む全労働者が対象）
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「４つのケア」について

セルフケア

（労働者本人）

ライン（※）によるケア

（管理監督者）

事業場内産業保健スタッフ等によるケア

（産業医、衛生管理者、人事・労務担当者等）

事業場外資源によるケア

労働者に対し、次に示すケアが行えるよう、
教育研修、情報提供などの支援を行う。
・ストレスやメンタルヘルスに対する正し
い理解
・ストレスへの気付き（ストレスチェック
の活用等）
・ストレスへの対処

・職場環境等の把握と改善
・労働者からの相談対応
・職場復帰における支援、 など

セルフ・ラインのケアにおいて労働者・管理
者を支援するとともに、次に示す取組を行う。
・具体的なメンタルヘルスケアの実施に関す
る企画立案
・個人の健康情報の取扱い
・事業場外資源とのネットワーク形成、窓口
・職場復帰における支援、 など

・情報提供や助言を受けるなど、サービス
の活用
・ネットワークの形成
・職場復帰における支援、 など

(※)ラインとは

日常的に労働者と接する職場の管理監督者
（上司その他労働者を指揮命令する者）

（産業保健総合支援センター、医療機関、
カウンセラー等）



事業場外資源に
よるケア

事業場内産業保健
スタッフ等による
ケア

セルフケア ラインによる
ケア

（労働者による） （管理監督者による）（産業医、衛生管理者等
による）

（事業場外の機関、専門
家による）

メンタルヘルスケアの教育研修・情報提供（管理者を含む全労働者が対象）

職場環境等の把握と改善（メンタルヘルス不調の未然防止）

メンタルヘルス不調への気付きと対応
（メンタルヘルス不調に陥る労働者の早期発見と適切な対応）

職場復帰における支援

衛生委員会における調査審議 心の健康づくり計画の策定

個
人
情
報
保
護
へ
の
配
慮

メンタルヘルス対策の全体像



衛生委員会等における調査審議 ①

衛生委員会とは

衛生委員会は、労働安全衛生法で労働者が50人以上の事業場に月
１回の開催が義務付けられているものです。



衛生委員会等における調査審議 ②

調査審議とは

労働安全衛生法
第１８条 事業者は、政令で定める規模の事業場ごとに、次の事項を調査審議さ
せ、事業者に対し意見を述べさせるため、衛生委員会を設けなければならない。
１～３（略）
４ 前三号に掲げるもののほか、労働者の健康障害の防止及び健康の保持増進
に関する重要事項

労働安全衛生規則
第２２条 法第１８条第１項第４号の「労働者の健康障害の防止及び健康の保持
増進に関する重要事項」には、次の事項が含まれるものとする。
１～７（略）
８ 労働者の健康の保持増進を図るため必要な措置の実施計画の作成に関する
こと。

９ 長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹
立に関すること。

１０労働者の精神的健康の保持増進を図るための対策の樹立に関すること。
１１（略）



衛生委員会等における調査審議 ③

「労働者の精神的健康の保持増進を図るための対策の樹立に関すること」とは

①メンタルヘルス対策の実施計画（心の健康づくり計画）の策定に関すること

②メンタルヘルス対策の実施体制の整備に関すること

③労働者の精神的健康の状況を事業者が把握したことにより当該労働者が不利益な取扱い

が行われるようなことがないようにするための対策に関すること

④労働者の精神的健康の状況に係る健康情報の保護に関すること

⑤事業場におけるメンタルヘルス対策の労働者への周知に関すること

⑥ストレスチェック制度の目的に係る周知方法並びにストレスチェック制度の実施体制及び実施方法
に関すること

⑦ストレスチェックの受検の有無の情報の取扱いに関すること

⑧ストレスチェック結果の記録の保存方法に関すること
⑨ストレスチェック、面接指導及び集団ごとの集計・分析の次に関すること

イ 集団ごとの集計・分析の実施方法に関すること

ロ 結果の利用目的及び利用方法に関すること
ハ 情報の開示、訂正、追加及び削除の方法に関すること

二 情報の取扱いに関する苦情の処理方法に関すること

⑩労働者がストレスチェックを受けないことを選択できることの趣旨の周知方法に関すること
⑪労働者に対する不利益な取扱いの防止に関すること

ストレスチェック制度の導入に伴い追加（平成２７年）



事業場外資源に
よるケア

事業場内産業保健
スタッフ等による
ケア

セルフケア ラインによる
ケア

（労働者による） （管理監督者による）（産業医、衛生管理者等
による）

（事業場外の機関、専門
家による）

メンタルヘルスケアの教育研修・情報提供（管理者を含む全労働者が対象）

職場環境等の把握と改善（メンタルヘルス不調の未然防止）

メンタルヘルス不調への気付きと対応
（メンタルヘルス不調に陥る労働者の早期発見と適切な対応）

職場復帰における支援

衛生委員会における調査審議 心の健康づくり計画の策定

個
人
情
報
保
護
へ
の
配
慮

メンタルヘルス対策の全体像



心の健康づくり計画の策定

心の健康づくり計画で定めるべき事項

・ メンタルヘルスケアは中長期的視点に立って、継続的かつ計画的に行われ、その推進に当
たっては、事業者が労働者の意見を聴きつつ事業場の実態に即した取組みを行うことが重
要。

・ 衛生委員会において十分調査審議を行い、「心の健康づくり計画」を策定。

①事業者がメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明に関すること。
②事業場における心の健康づくり体制の整備に関すること。
③事業場における問題点の把握及びメンタルヘルスケアの実施に関すること。
④メンタルヘルスケアを行うために必要な人材の確保及び事業場外資源の活用に関すること。
⑤労働者の健康情報の保護に関すること。
⑥心の健康づくり計画の実施(D)状況の評価(C)及び計画(P)の見直し・改善(A)に関すること。
⑦その他労働者の心の健康づくりに必要な措置に関すること。

組織づくりと計画（P）

心の健康づくりの方針

組織づくりと中長期目標の設定

心の健康づくり計画の作成

実 施
（D）

見直し
（A）

評 価
（C）
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「心の健康づくり計画」作成例 パンフレット P.12～13
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パンフレット P.14～15
「心の健康づくり計画」作成例
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心の健康づくりの年次目標（計画）作成例

鹿児島産業保健総合支援センター作成



事業場外資源に
よるケア

事業場内産業保健
スタッフ等による
ケア

セルフケア ラインによる
ケア

（労働者による） （管理監督者による）（産業医、衛生管理者等
による）

（事業場外の機関、専門
家による）

メンタルヘルスケアの教育研修・情報提供（管理者を含む全労働者が対象）

職場環境等の把握と改善（メンタルヘルス不調の未然防止）

メンタルヘルス不調への気付きと対応
（メンタルヘルス不調に陥る労働者の早期発見と適切な対応）

職場復帰における支援

衛生委員会における調査審議 心の健康づくり計画の策定

個
人
情
報
保
護
へ
の
配
慮

メンタルヘルス対策の全体像



労働者、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等に対し、それぞれの
職務に応じた教育研修・情報提供を実施。なお、事業場内に教育研修担当
者を計画的に養成することも重要。
また必要に応じて事業場外資源が実施する研修等へ参加することも有効

（事業場外資源の活用）。

メンタルヘルスケアの教育研修・情報提供

教育研修等の対象 実施の目的 教育研修等の内容

労働者（管理監督者
を含む全ての労働
者）

セルフケア促進のため ストレスへの気づき方、ストレ
スの予防・軽減、ストレスへの
対処の方法など

管理監督者 ラインによるケアを促進するた
め

職場環境等の評価・改善の方法、
部下からの相談対応の方法、職
場復帰支援の方法など

事業場内産業保健ス
タッフ等（産業医、
衛生管理者、保健師、
人事労務管理スタッ
フなど）

事業場内産業保健スタッフ等に
よるケアを促進するため。また
事業場内で中心となってメンタ
ルヘルスケア推進する立場の担
当者の育成、研鑽を行うため。

教育研修の方法、労働者から相
談対応（相談窓口での対応方
法）、職場復帰及び職場適応の
支援・指導の方法、事業場外資
源との連携の方法など
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社内研修の参考資料

厚生労働省ポータルサイト「こころの耳」
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事業場外資源に
よるケア

事業場内産業保健
スタッフ等による
ケア

セルフケア ラインによる
ケア

（労働者による） （管理監督者による）（産業医、衛生管理者等
による）

（事業場外の機関、専門
家による）

メンタルヘルスケアの教育研修・情報提供（管理者を含む全労働者が対象）

職場環境等の把握と改善（メンタルヘルス不調の未然防止）

メンタルヘルス不調への気付きと対応
（メンタルヘルス不調に陥る労働者の早期発見と適切な対応）

職場復帰における支援

衛生委員会における調査審議 心の健康づくり計画の策定

個
人
情
報
保
護
へ
の
配
慮

メンタルヘルス対策の全体像



職場環境等の把握と改善

労働者の心の健康には様々な要因が影響を与えることから、日常の職場
管理や労働者からの相談内容、ストレスチェック制度を活用し、職場環境
等を評価して問題点を把握し、改善を図る。

職場環境等

・作業環境、作業方法、労働時間、仕事の量と質
・職場内のハラスメントを含む職場の人間関係
・職場の組織、人事労務管理体制 等

労働者

心の健康に影響



ステップ ステップの内容 ポイント

ステップ１ 職場環境等の評価

↓

現状調査を行う。 ストレスチェック結果の
ストレス判定図などが利
用できる。

ステップ２ 職場環境等のため
の組織づくり

↓

当該職場の上司、産業保健スタッフ
を含めた職場環境等の改善のための
チームを編成する。必要に応じて上
司に教育研修を提供することも。

事業場の心の健康づくり
計画や（安全）衛生委員
会と連携することが重要

ステップ３
（Plan）

改善計画の立案

↓

産業保健スタッフ等、管理監督者、
従業員が参加して討議を行い、職場
環境等の改善計画を検討する。

ヒント集、MIRRORなどの
ツールを使用したグルー
プワーク研修を実施する。

ステップ４
（Do）

対策の実施

↓

決定された改善計画を実施し、進捗
状況を確認する。

ステップ５
（Check ＆

Act）

改善の効果評価と
改善活動の継続

現状調査を再度実施し、改善がなさ
れたかどうか確認する。十分な改善
がみられない点について計画を見直
し、実施する。

効果評価には、仕事のス
トレス判定図などが利用
できる。

メンタルヘルス対策のための職場環境等の評価・改善の流れ

パンフレット P.19



事業場外資源に
よるケア

事業場内産業保健
スタッフ等による
ケア

セルフケア ラインによる
ケア

（労働者による） （管理監督者による）（産業医、衛生管理者等
による）

（事業場外の機関、専門
家による）

メンタルヘルスケアの教育研修・情報提供（管理者を含む全労働者が対象）

職場環境等の把握と改善（メンタルヘルス不調の未然防止）

メンタルヘルス不調への気付きと対応
（メンタルヘルス不調に陥る労働者の早期発見と適切な対応）

職場復帰における支援

衛生委員会における調査審議 心の健康づくり計画の策定

個
人
情
報
保
護
へ
の
配
慮

メンタルヘルス対策の全体像



メンタルヘルス不調への気付きと対応

メンタルヘルスケアにおいて、メンタルヘルス不調の未然防止は非常に
重要ですが、万一、不調者が発生した場合には、早期に気づき、適切な対
応を図る必要があります。
ストレスが高まるとうつ病などの疾病につながって、休職することに

なったり、さらに自殺のリスクが高まることもあります。そのような深刻
な事態となる前に、早期に気づき、専門家につなぐことが何より大切です。

事前の体制整備が重要



「メンタルヘルス不調への気付きと対応」に関する体制の整備について

労働者による自発的な相談ができる体制整備とセルフチェックについて

・ 労働者によるメンタルヘルス不調への気付きを促進するため、事業場の実態に応じて内
部に相談に応じる体制を整備する。
・ 事業場外の相談機関の活用を図る等、労働者が自ら相談を受けられるよう必要な環境整
備を行う。
・ ストレスの気付きのために、随時、セルフチェックを行うことができる機会を提供する。

管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等による相談対応について

・ 管理監督者は、日常的に労働者からの自発的な相談に対応するよう努める必要がある。
特に、長時間労働等により疲労の蓄積が認められる労働者、強度の心理的負荷を伴う出
来事を経験した労働者、その他特別の配慮が必要と思われる労働者に適切な情報を提供し、
必要に応じ事業場内産業保健スタッフ等や事業場外資源への相談や受診を促すよう努める。
・ 事業場内産業保健スタッフ等は、管理監督者と協力して、労働者の気付きを促すため、
保健指導、健康相談等を行うとともに、必要に応じて事業場外の医療機関へ相談や受診を
促すよう努める。

労働者の家族による気付きや支援等について

・ 労働者の家族に対して、ストレスやメンタルヘルスケアの基礎知識、事業場のメンタル
ヘルス相談窓口などの情報を提供する。
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セルフチェックの例



事業場外資源に
よるケア

事業場内産業保健
スタッフ等による
ケア

セルフケア ラインによる
ケア

（労働者による） （管理監督者による）（産業医、衛生管理者等
による）

（事業場外の機関、専門
家による）

メンタルヘルスケアの教育研修・情報提供（管理者を含む全労働者が対象）

職場環境等の把握と改善（メンタルヘルス不調の未然防止）

メンタルヘルス不調への気付きと対応
（メンタルヘルス不調に陥る労働者の早期発見と適切な対応）

職場復帰における支援

衛生委員会における調査審議 心の健康づくり計画の策定

個
人
情
報
保
護
へ
の
配
慮

メンタルヘルス対策の全体像



職場復帰における支援

メンタル不調により休業した労働者が円滑に職場復帰し、就業を継続で
きるようにするため、衛生委員会等において調査審議し、職場復帰支援プ
ログラムを策定するとともに、その実施に関する体制整備や同プログラム
の組織的かつ継続的な実施により、職場復帰を支援する。

【関連事業場外資源】
・宮崎産業保健総合支援センター
・独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
宮崎障害者職業センター ☎（０９８５）２６－５２２６



職場復帰支援の流れ



事業場外資源に
よるケア

事業場内産業保健
スタッフ等による
ケア

セルフケア ラインによる
ケア

（労働者による） （管理監督者による）（産業医、衛生管理者等
による）

（事業場外の機関、専門
家による）

メンタルヘルスケアの教育研修・情報提供（管理者を含む全労働者が対象）

職場環境等の把握と改善（メンタルヘルス不調の未然防止）

メンタルヘルス不調への気付きと対応
（メンタルヘルス不調に陥る労働者の早期発見と適切な対応）

職場復帰における支援

衛生委員会における調査審議 心の健康づくり計画の策定

個
人
情
報
保
護
へ
の
配
慮

メンタルヘルス対策の全体像



個人情報保護への配慮

➢ メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報を含む労働
者の個人情報の保護に配慮することが極めて重要。

➢ メンタルヘルスに関する個人情報は、その取得、保管、利用等に
おいて特に適切に保護しなければならない。

➢ また個人情報の取得については、あらかじめその目的について説
明した上、労働者本人の承諾を得る必要がある（情報の取得に当
たっては、できれば労働者本人から提供を受けることが望ましい）。

➢ しかし、その一方で、メンタルヘルス不調者への対応に当たって
は、不調者の上司、同僚の理解、協力を得るため、個人情報を適切
に活用することが必要となる場合もある（このような場合も本人の
同意は必要）。

➢ 個人情報を取り扱う者の守秘義務等について、あらかじめ事業場
内の規定等により取り決め、周知を図ることが望ましい。



事業場外資源に
よるケア

事業場内産業保健
スタッフ等による
ケア

セルフケア ラインによる
ケア

（労働者による） （管理監督者による）（産業医、衛生管理者等
による）

（事業場外の機関、専門
家による）

メンタルヘルスケアの教育研修・情報提供（管理者を含む全労働者が対象）

職場環境等の把握と改善（メンタルヘルス不調の未然防止）

メンタルヘルス不調への気付きと対応
（メンタルヘルス不調に陥る労働者の早期発見と適切な対応）

職場復帰における支援

衛生委員会における調査審議 心の健康づくり計画の策定

個
人
情
報
保
護
へ
の
配
慮

メンタルヘルス対策の全体像 その他



心の健康に関する情報を理由とした不利益な取扱いの防止

労働者の心の健康に関する情報を理由として行う以下の取扱いにつ
いては、一般的に合理的なものとは言えず、事業者はこれらを行って
はなりません。

① 解雇すること。

② 期間を定めて雇用される者について契約の更新をしないこと。

③ 退職勧奨を行うこと。

④ 不当な動機・目的をもってなされたと判断されるような配置転換
又は職種（役職）の変更を命じること。

⑤ その他の労働契約法等の労働関係法令に違反する措置を講じるこ
と。



ストレスチェック制度について
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「ストレスチェック」とは

「ストレスチェック」とは、ストレスに関する質問票（選択回答）
に労働者が記入し、それを集計・分析することで、自分のストレスが
どのような状態にあるのかを調べる簡単な検査です。
労働者が５０人以上いる事業所では、２０１５年１２月から、毎年

１回、この検査を全ての労働者に対して実施することが義務付けられ
ています。

労働安全衛生法
第６６条の１０ 事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師、
保健師その他の厚生労働省令で定める者(以下この条において「医師等」という。)によ
る心理的な負担の程度を把握するための検査を行わなければならない。
２～９（略）

附 則
第４条 第１３条第１項の事業場（常時５０人以上の労働者を使用）以外の事業場につい
ての第６６条の１０の規定の適用については、当分の間、同条第１項中「行わなければ」
とあるのは、「行うよう努めなければ」とする



ストレスチェック制度の目的

・メンタルヘルス不調を未然に防止する一次予防を主な目的とする
（メンタルヘルス不調の労働者を把握することを目的とした制度ではない）。

・労働者自身のストレスへの気づきを促す。

・ストレスの原因となる職場環境の改善につなげる。



「ストレスチェック」実施に当たっての注意点（その１）

・ 労働者にストレスチェックを受ける義務はないが、特別な理由が
ない限り、全ての労働者が受検することが望ましい。

・ 検査結果は検査を実施した医師等から直接本人に通知され、本人
の同意なく事業者に提供することは禁止されている（労働安全衛生
法第６６条の１０第２項）。



「ストレスチェック」実施に当たっての注意点（その２）

・ 検査の結果、心理的な負担の程度が高い者（高ストレス者）から申出があった場
合、医師による面接指導を行わなければならない。また申出を理由とする不利益
な取扱いをしてはならない（労働安全衛生法第６６条の１０第３項） 。

・ 面接指導の結果に基づき、医師の意見を聴き、必要に応じ就業上の措置（就業場
所の変更、作業の転換、労働時間の短縮など）を講じなければならない（労働安
全衛生法第６６条の１０第５、６項） 。

・ 解雇、昇進又は異動に関して直接の権限を持つ監督的地位にある者は検査の実施
の事務に従事してはならない（労働安全衛生規則第５２条の１０第２項）

社長（事業者）

専務、人事部長など

人事課の職員
その他の部署の職員

人事権あり

人事権なし

ストレスチェックの「実施の事務」
に従事不可

ストレスチェックの「実施の事務」
に従事可能

実施者（産業医など）
指示

実施事務従事者
（産業保健スタッフ、事務職員など）

ストレスチェックの実施（結果の評価）

実施者の補助
（調査票の回収、データ入力等）

検査の実
施の事務

①

②



・ ストレスチェック実施者に、検査結果を一定規模の集団（部、課、
グループなど）ごとに集計、分析させるよう努めなければならない
（労働安全衛生規則第５２条の１４第１項）。
・ 集計、分析の結果、必要があると認められた場合は職場環境の改
善を行うよう努めなければならない（労働安全衛生規則第５２条の
１４第２項 ） 。
注意 集団規模が１０人未満の場合は、個人が特定されるおそれがあるので、全

員の同意がない限り、結果の提供を受けてはならない。

調査結果の集団ごとの集計・分析について

（分析結果イメージ）
仕事のストレス判定図



メンタルヘルス対策の導入について
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一次予防
メンタルヘルス不調の未然防止

二次予防
メンタルヘルス不調の早期
発見と適切な対応

三次予防
職場復帰支援

最初に何から始めるべきか

〇労働者のストレスマネージメ
ントの向上
・教育研修、情報提供
・セルフケア等
〇職場環境等の把握と改善
・過重労働による健康障害防止
・ラインケア、パワハラ対策等

〇上司、産業保健スタッ
フ（産業医、衛生管理者、
保健師等）等による相談
対応、早期発見と適切な
対応 等

〇職場復帰支援プ
ログラムの策定と
実施
〇主治医との連携
等

もっとも優先すべき対策は？



43

一次予防
メンタルヘルス不調の未然防止

二次予防
メンタルヘルス不調の早期
発見と適切な対応

三次予防
職場復帰支援

次に行うべきこと

〇労働者のストレスマネージメ
ントの向上
・教育研修、情報提供
・セルフケア等
〇職場環境等の把握と改善
・過重労働による健康障害防止
・ラインケア、パワハラ対策等

〇上司、産業保健スタッ
フ（産業医、衛生管理者、
保健師等）等による相談
対応、早期発見と適切な
対応 等

〇職場復帰支援プ
ログラムの策定と
実施
〇主治医との連携
等

次に優先すべき対策は？
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その次に行うべきこと
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ま と め

➢「セルフケア」「ラインケア」に関する社内研修の実施。

➢ 事業場内メンタルヘルス推進担当者の選任と育成

➢ 事業場内に相談窓口を設置。

➢「こころの健康づくり計画」の策定

初めて社内にメンタルヘルス対策を導入する場合、まず実施につい

て検討すべき事項。

ポイント : 毎年、年に１回以上、計画的に実施

ポイント① : 社内研修や相談窓口などのメンタルヘルス対策に関する業務
を中心となって担当する者を選任

ポイント② : 事業場外資源が実施する研修等を活用し、計画的に養成

ポイント① : 策定に当たっては、衛生委員会等において調査審議を行う

ポイント② : 計画の策定(P)・実施(D)だけでなく、必ず評価(C)・見直し
(A)も行う



ご清聴ありがとうございました。
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